
 

- 1 -

山添村の人事行政の運営等の状況をお知らせします 

村職員の給与・定員などについて広く村民の皆様方に知っていただき、運営

の公平性、透明性を高めるため、次のとおり公表します。 
 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１） 平成２８年度新規採用の状況（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日） 

 

職 種 名 人  数 備    考 

一般行政職     ５ 人 社会福祉士を含む 

技能労務職        ０ 人 給食調理員 

医 療 職        ０ 人 医師 

 

（２） 平成２８年度退職者の状況（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日） 

 職 種 名 定 年 

退 職 

勧 奨 

退 職 

普 通 

退 職 

分 限 

退 職 

懲 戒 

免 職 

失 職 死 亡 

退 職 

任 期 

満 了 

合  計 

一般行政職  ２人 ０人 ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 ２人 

技能労務職  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 ０人 

医療職  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人  ０人 ０人 

 

（３） 部門別職員数の状況               （平成２８年４月１日現在） 

   区     分     職員数（人）   対前年度増減数（人） 

  ２７年度   ２８年度  ２７年度  ２８年度 

一般行政部門 

 

 

 

 

 

 

 議 会 １ １   

 総 務 １１ １２  １ 

 税 務 ６ ６   

 民 生 ２０ ２０ １  

 衛 生 １１ ９ １ △２ 

 農 林 ９ ９ １  

 商 工 ２ ２   

 土 木 ４ ４ １  

 小 計 ６４ ６３ ４ △１ 

特別行政部門  教 育 １２ １３ △１ １ 

公営企業等会計部門  水 道 ０ ０   

 国 保 １０ １０ １  

介護保険 ２ ２ △１  

 小 計 １２ １２   

       合    計 ８８ ８８ ３   

 

２ 職員の給与の状況 

 （１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分   住民基本台帳人口 

(平成２9年1月1日) 

  歳出額 

     Ａ 

 実質収支 人件費    

  Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

前年度の

人件費率 

28年度  人 

 ３，７３７ 

         千円 

3,815,554 

     千円 

77,909 

     千円

658,114 

     ％

17.2 

      ％

20.4 

 ＊人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 
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（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分  職員数 

   Ａ 

      給   与   費 １人あたり給与費 

      Ｂ／Ａ  給 料  職員手当  期末･勤勉手当  計  Ｂ 

28年度      人 

76 

     千円 

278,054 

     千円 

54,941 

     千円 

104,786 

     千円 

437,781 

            千円 

5,760 

＊給与費は、退職手当を含んでいません。 

 （３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

   ①一般行政職                  （平成２８年４月１日現在） 

  区 分  平 均 年 齢   平均給料月額   平均給与月額 

 山 添 村     ４１．１歳    ３０５，８６９ 円   ３５９，１８１ 円 

奈 良 県 ４２．９歳   ３２７，９７７ 円   ４１４，７１９ 円 

   国    ４３．６歳    ３３１，８１６ 円 －    円 

 ＊一般行政職とは、医療職・技能労務職を除いたものです。 

  ②技能労務職                                     （平成２８年４月１日現在） 

  区 分  平 均 年 齢   平均給料月額   平均給与月額 

 山 添 村 ４５．８歳 ２５９，１４０ 円 ２８０，３０８ 円 

奈 良 県 ５１．５歳 ３１７，５０９ 円 ３７７，０３８ 円 

   国 ５０．４歳 ２８７，４４７ 円 －    円 

＊１．「平均給料月額」とは、平成２８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給

の平均です。 

２．「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務

手当などのすべての諸手当の額を合計したものです。 

 

 （４）職員の初任給の状況      

                                      （平成２８年４月１日現在） 

区  分 山添村 奈良県 国 

一般行政職 大学卒 １７６，７００円 １８４，８００円 １７６，７００円 

高校卒 １４４，６００円 １５０，５００円 １４４，６００円 

技能労務職 高校卒 １３７，９００円 １４１，４５０円 ― 

中学卒 １３０，２００円 １２７，９００円 ― 

 

 

（５）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況     （平成２８年４月１日現在） 

 

 （６）一般行政職の級別職員数の状況                  （平成２８年４月１日現在） 

 区分        標準的な職務内容  職員数  構成比 

 ６級  課長及びこれと同等の知識、経験を必要とする業務を行う

職務 

 

 ６人 

 

11.3％ 

５級  主幹の職務 課長補佐及びこれと同等の知識、経験を必要

とする業務を行う職務 

 

  １３人 

 

24.5％ 

    区    分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 
大 学 卒 －円 341,800円 －円   －円 

高 校 卒 －円 310,500円 －円   －円 

技能労務職 
高 校 卒 －円 －円 －円   －円 

中 学 卒 －円 －円 －円 －円 
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 ４級 

 

 特に高度の知識又は経験を必要とする主査の職務   

１１人 

 

20.9％ 

 ３級  主査の職務   

４人 

 

7.5％ 

２級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務  

６人 

 

11.3％ 

 １級  定型的な業務を行う職務   １３人 24.5％ 

＊ 山添村の給与条例に基づく行政職給料表の級区分による職員数です。 

 

 （７）昇給期間短縮の状況（平成２８年度） 

    区   分  合  計 一般行政職等 技能労務職   医療職 

職員数        Ａ     ９０人     ８３人      ５人 ２人 

普通昇給期間（12～24月)を短縮し

て昇給した職員数   Ｂ 

       ０人         ０人         ０人        ０人 

比率       Ｂ／Ａ     ０．０％     ０．０％     ０．０％     ０．０％ 

 

 （８）期末・勤勉手当の状況（平成２８年度） 

      山 添 村         国 

（平成２８年度支給割合） 

   期末手当 ２．６０月分 

   勤勉手当  １．７０月分 

（平成２８年度支給割合） 

   期末手当 ２．６０月分 

   勤勉手当  １．７０月分 

（加算措置の状況） 

      役職加算 ５～１０％ 

（加算措置の状況） 

    役職加算   ５～２０％ 

    管理職加算  １０～２５％ 

 

 （９）退職手当の状況（平成２８年４月１日現在） 

   区  分     山 添 村       国 

自己都合退職  勧奨･定年退職 自己都合退職  勧奨･定年退職 

勤続２０年支給率  20.445 月分   25.5563月分  20.445 月分   25.5563月分 

勤続２５年支給率  29.145 月分   34.5825月分  29.145 月分   34.5825月分 

勤続３５年支給率  41.325 月分   49.59  月分  41.325 月分   49.59  月分 

最高限度支給率  49.59  月分   49.59  月分  49.59  月分   49.59  月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

   （２～４５％加算） 

定年前早期退職特例措置 

   （２～４５％加算） 

 

 （１０）時間外勤務手当の状況 

 支 給 実 績      （平成２８年度）            ２４，７８４ 千円 

 職員１人あたり平均支給年額（平成２８年度）          ３９９，７３６   円 

 

 （１１）特殊勤務手当の状況 

 支 給 実 績        （平成２８年度）             ６２８ 千円 

支給職員1人あたり平均支給年額（平成２８年度）          １４，９４４   円 
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 （１２）その他の職員手当の状況（平成２８年４月１日現在） 

手 当 名   内容及び支給単価 国の制度 

との異同 

 国の制度 

 

支給実績 

(28年度) 

支給職員1人あたり平均

支給年額 

(28年度) 

扶養手当 

 

 

 

 

 

 

・配偶者       13,000円 

・配偶者以外        

             6,500円 

・配偶者がいない場合の１人目

              11,000円 

・特定年齢加算額 

                   5,000円 

同               千円

９，２１６ 

       円 
２１９，４２９ 

住居手当 

 

借間・借家の場合       

           上限額 27,000円 

同       千円 
１，６２３ 

       円 
２７０，４１６ 

通勤手当 

 

 自動車等の使用者距離区分

に応じ 

       2,000円～24,500円 

同       千円 
６，５５３ 

 

       円 
８５，１０９ 

管理職手当  管理又は監督の地位にある

職員の場合 

 給料に支給割合（8～12％）

を乗じて得た額 

異 職務級、職に応

じ定められた

額 

     千円 
１１，８７１ 

         円
４７４，８４８ 

宿日直手当   宿日直勤務を命ぜられた場

合             4,200円 

同       千円

２，０９２ 

       円 
５３，６３１ 

管理職員特

別勤務手当 

・管理職手当支給対象職員が臨

時又は緊急の必要等により週

休日等に勤務した場合 

 6時間以下 8,000円~10,000円 

  6時間超  12,000円~15,000円 

・週休日等以外の日に勤務した

場合 

         4,000円～5,000円 

同       千円 
２５６ 

 

       円 
１２，１９０ 

  

（１３）特別職の報酬等の状況（平成２８年度） 

  区   分   給料（報酬）月額     期末手当の支給割合 

 給 

 

 料 

 村 長    ５０６,０００ 円 ３．２５月分 １５％の加算措置あり 

 副村長   ４４３,０００ 円 

 教育長 ４０７,０００ 円 

 報 

 

 酬 

 議 長    ２４８,０００ 円 ３．２５月分 １５％の加算措置あり 

 副議長    １９８,０００ 円 

 議 員    １７６,０００ 円 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 （１）勤務時間の状況               （平成２８年４月１日現在） 

１週間の 

勤務時間 

１日の 

勤務時間 

開始時刻  終了時刻 休憩時間 

38時間45分 7時間45分 

 

8時30分 17時15分 12時00分 から 13時00分 

（注）保育士等、特別の形態で勤務する必要のある職員で、上記により難いものについては、

別に定めています。 
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 （２）年次有給休暇の取得状況（平成２８年１月１日～平成２８年１２月３１日） 

 平 均 取 得 日 数       １０．１ 日 

※暦年により２０日付与し、未取得分は２０日を限度として翌年へ繰り越       

されます。 

 

 （３）育児休業等の取得状況  

   区    分  平成２８年度中に 

 新たに取得 

 平成２８年度前 

から継続取得 

    計 

 育児休業  女性職員   １人   ０人 １人 

 男性職員   ０人   ０人   ０人 

育児短時

間勤務 

 女性職員   ０人   ０人   ０人 

 男性職員   ０人   ０人   ０人 

部分休業 
 女性職員   ０人   １人   １人 

 男性職員   ０人   ０人   ０人 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２８年度） 

  処分の種類  処分者数 

 分限処分          ３人 

 懲戒処分  免職          ０人 

 停職          ０人 

 減給          ０人 

 戒告          ０人 

 

５ 職員の服務の状況（平成２８年度） 

区    分  違反者数 

命令に従う義務（地方公務員法第３２条）        ０人 

信用失墜行為の禁止（地方公務員法第３３条）        ０人 

秘密を守る義務（地方公務員法第３４条）       ０人 

職務に専念する義務（地方公務員法第３５条）       ０人 

政治的行為の制限（地方公務員法第３６条）        ０人 

争議行為等の禁止（地方公務員法第３７条）        ０人 

営利企業等への従事制限（地方公務員法第３８条）        ０人 

 

 

６ 職員研修の状況（平成２８年度） 

研修先又は研修名 期 間 人 数       主 な 研 修 内 容 

奈良県市町村職員研修

センター 

  日間 

１２ 

   人 

１３

  

・新規採用職員研修・新任課長補佐研修 

・契約事務研修 

・パソコン研修 等 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況（平成２８年度） 

 （１）職員の健康管理の状況 

   区   分    対 象 者   備    考 

 定期健康診断  全 職 員  

 結核健康診断  全 職 員  

 給食従業員健康診断  給食従業員  検便 

 成人病健康診断  ３０歳以上の職員  
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（２）公務災害補償制度（平成２８年度） 

     加 入 団 体  災害件数    災 害 の 概 要 

地方公務員災害補償基金奈良県支部    １件 
公務災害  １件 

通勤災害  ０件 

 

 

 


